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１．指定概要

建設年

利用対象

応募者数

指定期間 令和　６年　４月　１日　～　令和　７年　３月　３１日　（１年間）　

指定管理料 令和７年度：　　　　　　0千円（休館）令和６年度：　　　　　　7,700千円令和５年度：　　　　　　6,332千円令和４年度：　　　　6,332千円

株式会社　パソナジョイナス

所在地 大阪市北区梅田３－３－１０

利用料金制 採用している 選定方式 公募 1

指定管理業務の内容

① 施設又は設備の使用の許可に関する業務
② 施設等の維持管理に関する業務
③ 利用料金の徴収等に関する業務
④ 設置目的の達成に資する事業に関する業務
⑤ 利用者の利便性を向上させるための必要な業務　等

指定管理者
名称

令和６年度　指定管理者の管理運営に対する評価シート

施設番号

部 産業経済部 課 商工振興課

名称

所在地

設置目的

勤労者の福祉の充実及び市民の余暇活動の増進を図る
① 勤労者の福祉向上と勤労意欲の促進を図る
② 市民の余暇活動や自主活動の促進を図る
③ 若年層、高齢者、障害者、女性など市民の様々な要望に応じ、職業に関する事業や情報を提供する
④ 自主事業及び各種講習会やイベント等の誘致・開催により、勤労者の福利厚生に有効なサービスの提供を図る

施設概要

指定管理
開始年度

平成１９年

規模

 近江八幡市勤労者福祉センター

 近江八幡市鷹飼町南四丁目４－５

　　　平成４年（大規模修繕　　　　年）

　　　　　　全市　　　　　　　　　　　地域　　　　

敷地面積　２，０６９．１８㎡　、　延べ床面積　９１６．５６㎡　、　階数　地上　２階



２．施設の設置目的の達成に関する取り組み【有効性】
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（課題）
令和７年度から休館のためなし

(よかったと評価できる事項)
長期間に及ぶリピーターが多い自主事業であ
り、収支は赤字となっているが、継続した開
催を実施した。

(改善を要した事項と対応)
収支の赤字を黒字に改善できなかった。

（課題）
令和７年度から休館のためなし

そ
の
他
の
業
務

（

提
案
内
容
の
実
施
業
務
）

自
主
事
業

[目標]　自主事業は市民参加型の事業で利用者サービスを向上させ、
市民との協働事業の拡大を図る。
①卓球教室
②ヨガ教室

  自主事業にかかる収支は赤字決算となっている。
　① 卓球教室　（原則毎週水曜開催　参加者のべ97人）
　② ヨガ教室　（月4回開催　参加者のべ305人）
　
　

・いずれの事業についてもリピーターがつき好評な事業であるため、
継続実施。

令和６年度実績 所管課による検証

施
設
設
置
の
目
的
達
成
状
況

施
設
の
維
持
管
理
業
務

[目標]　施設使用者の誰もが安心且つ快適に利用いただけるよう、施
設機器の安全性および衛生管理を確保する。
施設等の維持管理に関する業務
① 保守点検
② 清掃業務
③ 修繕業務（20万円以下指定管理者負担）
④ 施設周辺保全業務　等

① 適切な保守点検が実行された
② 日常清掃および定期清掃業務の実施とごみの分別が実施された
　 定期清掃業務（年6回）・特別清掃業務(年1回)を実施（窓ガラス
等)
③ 日常点検や利用者からの声により施設・備品の修繕を行った
　 天井修繕、ブラインド交換(指定管理者対応)
　 消防設備ブラケット交換(指定管理者対応)
④ 施設周辺の樹木・雑草の適切な対応を行った（年4回実施）

(よかったと評価できる事項)
市と協議を行い必要な箇所の修繕を実施して
いる。外構や建物の日常点検や清掃業務を通
じて、新たに管理が必要な箇所があるかどう
かを予見し、利用者の利便性や安全性の向上
に努められた。

(改善を要した事項と対応)
特に無し

(改善を要した事項と対応)
利用者数や稼働率の向上のため取り組みを継
続して行う。

[目標]　施設使用に係るサービスの向上および適正な使用料徴収
① 利用料金の徴収等
② 設置目的の達成に資する事業
　　・自主事業の実施
　　・勤労者福祉及び市民の余暇活動の相談等

① 利用料金収入は、

令和5年度利用料金収入：　8,561,855円
令和6年度利用料金収入：　8,438,162円

② 自主事業を実施（卓球、ヨガ教室等）および、市民サークル等への
貸館を行う。

③会議等で施設を利用される法人や団体等に対しポケットwi-fiを無償
で貸し付けを実施。

(よかったと評価できる事項)
利用料は減収となったが利用者ニーズに可能
な限り応えながら利用者の満足度や稼働率の
向上に努められた。

(課題）
施設や設備の更新が必要な時期であり、経年
劣化への対応を市は計画的に行う。

目標と具体的な取り組み（計画）



３．効率性の向上に関する取り組み【効率性】

４．利用者の満足度調査等【有効性】 ５．指定管理業務に関して、指定管理者から市への要望

６．指定管理者の自己評価コメント ７．所属の総括コメント

・前年対比　利用料金収入102.8%　自主事業収入84.6%
・利用料金収入は前年比増、自主事業収入前年比減となり、合計で前年を上回る結果となった。利用者の方に安
定・安心してご利用頂ける取り組みは出来た。
・利用料金収入が想定より上がらなかったことなどが影響し、年度の収支はマイナスとなった。
人件費・備品費・修繕費・委託費など全てが高騰してきているのも大きな要因の一つとなった。

2007年度より受託させて頂き、今年の閉館まで18年大きな問題も無く受託運営させて頂けたと感じている。

指定管理業務において適切な管理運営ができた。

実施内容・時期

評価頂いている内容

苦情・意見等

令和７年度から休館のためなし
施設利用者に対して窓口でのヒアリングの実施

ポケットwi-fiの貸出しにより、稼働率の向上に繋がった。その他、駅から近い立地の良さから遠方者も利用
しやすい点、土日祝も開館している点、他施設より比較的安価な利用料金から、恒常的にご利用される方、初
めて利用される方からも評価をいただいている。

今年度は特にありませんでした。

(よかったと評価できる事項)
収支差引がマイナスであるが、継続的な経費
削減に取組み効率的に運営している。

(改善を要した事項と対応)
赤字額はやや縮小したが、可能な限り歳出の
削減に努められた。

（課題）
令和７年度から休館のためなし

収支状況

前年度実績

利用料金収入については前年比113.2%、自主事業収入が前年比169.6%であり、収入全体
としては前年比108.4％で、前年と比べ増収となった。
支出については清掃を直雇用→外部委託（近江八幡市シルバー人材センター）の影響等
により管理費が昨年に比べ約１２３万円も増加した。各項目において支出削減に努めた
が、年間の収支差額で約７３万円程度の赤字となった。

　○収入　　　　　   5年度（15,500,959円)
　　指定管理料　　            6,332,000円
　　利用料金収入　          　8,561,855円
    事業収入　　　              492,040円
　　その他　　　　　　          115,064円
　○支出　　　　　   5年度（16,237,505円)
　　管理費　　　　            3,962,056円
　　事務費　　　            　4,241,710円
　　人件費　　　            　7,689,739円
　　自主事業費　　              344,000円
　○差引　　　　　　　         -736,546円

 令和６年度実績

利用料金収入については前年比102.1%、自主事業収入が前年比67.9%であり、収入全体
としては前年比109.4％で、前年と比べ増収となった。
支出については人件費が昨年に比べ約９６万円増加した。各項目において支出削減に努
め、年間の収支差額で約３３万円程度の赤字となった。

　○収入　　　　　   6年度（16,957,124円)
　　指定管理料　　            7,700,000円
　　利用料金収入　          　8,739,230円
    事業収入　　　              334,100円
　　その他　　　　　　          183,794円
　○支出　　　　　   6年度（17,287,937円)
　　管理費　　　　            3,571,050円
　　事務費　　　            　4,695,714円
　　人件費　　　            　8,653,173円
　　自主事業費　　              368,000円
　○差引　　　　　　　         -330,813円
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[目標]　ホームページやチラシ･市広報紙等による広報活動を積極的に
行う｡
　施設・イベントに関する広報活動
　（勤労者福祉センターのホームページ、市広報への掲載）

 
  施設利用者数　　　29,318　29,787人　（前年度比-469人）

(よかったと評価できる事項）
広報活動を継続して行い、ホームページに施設
予約状況の掲載についても継続され、予約を取
りやすくするなど、積極的な広報活動が行われ
ている。

(改善を要した事項と対応)
継続的な広報活動を提案した。また、周辺企
業や団体、関西電力のグループ会社等への積
極的な利用促進を働き掛けられた。

（課題）
令和７年度から休館のためなし


